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1. 平成 15 年 5 月中間期の業績（平成 14 年 12 月 1 日～平成 15 年 5 月 31 日） 

(1) 経営成績                                    （百万円未満切捨） 

 

 
     売上高     営業利益     経常利益 

 

15 年 5 月中間期 

14 年 5 月中間期 

      百万円   % 

4,173  (  86.6) 

2,237  (△18.8) 

   百万円   % 

102   (  －  ) 

△121   (  －  ) 

   百万円   % 

138   (  －  ) 

△126   (  －  ) 

14 年 11 月期 4,901  ( △8.4) △207   (  －  ) △174   (  －  )   

 

 

 
中間（当期）純利益 1 株当たり中間 

（当期）純利益 
潜在株式調整後 1株当たり

中間（当期）純利益 

 

15 年 5 月中間期 

14 年 5 月中間期 

      百万円   % 

    134  ( － ) 

△405   ( － ) 

      円  銭 

    564   66 

△1,702   05 

      円  銭 

       557  86 

        －  － 

14 年 11 月期 △561   ( － ) △2,360   51     －  － 

（注）①期中平均株式数 15 年 5月中間期  238,108 株  14 年 5 月中間期  238,000 株 14 年 11 月期  238,039 株 

②会計処理の方法の変更   無  

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 

 

 1株当たり      
中間配当金      

1株当たり      
年間配当金      

 

15 年 5 月中間期 

14 年 5 月中間期 

   円  銭 

    0    0 

    0   0 

   円  銭 

      0   0 

      0   0 

14 年 11 月期 0   0       0   0 

(3) 財政状態                                 

   総資産   株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

15 年 5 月中間期 

14 年 5 月中間期 

  百万円 

7,313 

6,689 

  百万円 

6,101 

6,070 

     % 

83.4 

90.8 

  円  銭 

25,623   70 

25,507   85 

14 年 11 月期 6,890 5,924 86.0 24,881   96 

 （注）①期末発行済株式数 15 年 5月中間期 238,108 株 14 年 5 月中間期 238,000 株 14 年 11 月期 238,108 株 

    ②期末自己株式数  15 年 5 月中間期      －株 14 年 5 月中間期      －株 14 年 11 月期   －株 

 

2. 平成 15 年 11 月期の業績予想 

   当社は通期の業績予想につきまして開示しない方針であります。 
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1. 中 間 財 務 諸 表 等          

 (1) 中 間 財 務 諸 表          

① 中 間 貸 借 対 照 表          

(単位：千円) 

前中間会計期間末 
(平成14年５月31日現在)

当中間会計期間末 
(平成15年５月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成14年11月30日現在)

科     目  

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

(資 産 の 部)  % % %

Ⅰ 流 動 資 産   

1.  現 金 及 び 預 金 ※2 2,097,976 1,336,109  1,675,711

2.  売 掛 金  441,407 941,512  706,471

3.  有 価 証 券  2,837,636 2,617,640  3,035,400

4.  繰 延 税 金 資 産  1,303 953  1,392

5.  そ の 他  32,759 48,741  43,335

貸 倒 引 当 金  △1,500 △3,900  △2,200

流 動 資 産 合 計  5,409,582 80.9 4,941,057 67.6 5,460,110 79.2

Ⅱ 固 定 資 産   

1.  有 形 固 定 資 産 ※1 99,591 79,595  87,697

2.  無 形 固 定 資 産  147,254 143,187  153,069

3.  投資その他の資産   

(１) 投 資 有 価 証 券  767,417 1,849,262  947,730

(２) 関 係 会 社 株 式  395,743 214,358  126,499

(３) 関 係 会 社 出 資 金  3,000 3,000  3,000

(４) 差 入 保 証 金  98,651 98,651  98,651

(５) 繰 延 税 金 資 産  83,848 22,539  47,448

(６) そ の 他 ※2 27,465 21,192  25,360

貸 倒 引 当 金  △6,017 △4,621  △4,341

投 資 損 失 引 当 金  △337,458 △54,887  △54,887

投資その他の資産合計  1,032,651 2,149,495  1,189,461

固 定 資 産 合 計  1,279,497 19.1 2,372,279 32.4 1,430,227 20.8

資 産 合 計  6,689,079 100.0 7,313,337 100.0 6,890,338 100.0
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(単位：千円) 

前中間会計期間末 
(平成14年５月31日現在)

当中間会計期間末 
(平成15年５月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成14年11月30日現在)

科     目  

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

(負 債 の 部)  % % %

Ⅰ 流 動 負 債   

1.  買 掛 金 ※2 522,994 1,037,105  797,927

2.  未 払 金  31,945 64,814  104,916

3.  未 払 法 人 税 等  2,905 2,905  5,810

4.  新 株 引 受 権  3,742 3,703  3,703

5.  そ の 他 ※3 47,407 75,163  36,161

流 動 負 債 合 計  608,995 9.1 1,183,692 16.2 948,519 13.8

Ⅱ 固 定 負 債   

1.  退 職 給 付 引 当 金  1,320 8,233  3,754

2.  役員退職慰労引当金  7,895 20,205  13,470

固 定 負 債 合 計  9,215 0.1 28,438 0.4 17,224 0.2

負 債 合 計  618,210 9.2 1,212,130 16.6 965,743 14.0

(資 本 の 部)   

Ⅰ. 資 本 金  3,245,350 48.6 － － － －

Ⅱ. 資 本 準 備 金  3,146,710 47.0 － － － －

Ⅲ. 利 益 準 備 金  1,600 0.0 － － － －

Ⅳ. 欠 損 金   

１.  中 間 未 処 理 損 失  309,303 －  －

欠 損 金 合 計  309,303 △4.6 － － － －

Ⅴ. その他有価証券評価差額金  △13,487 △0.2 － － － －

資 本 合 計  6,070,869 90.8 － － － －

   
Ⅰ. 資 本 金  － － 3,247,291 44.4 3,247,291 47.1

Ⅱ. 資 本 剰 余 金   

1.  資 本 準 備 金  － 1,684,180  3,148,690

2.  その他資本剰余金  － 1,000,000  －

資 本 剰 余 金 合 計  － － 2,684,180 36.7 3,148,690 45.7

Ⅲ. 利 益 剰 余 金   

1.  利 益 準 備 金  － －  1,600

2.  中 間 未 処 分 利 益  － 134,449  －

3.  当 期 未 処 理 損 失  － －  △466,109

利 益 剰 余 金 合 計  － － 134,449 1.8 △464,509 △6.7

Ⅳ. その他有価証券評価差額金  － － 35,285 0.5 △6,877 △0.1

資 本 合 計  － － 6,101,207 83.4 5,924,594 86.0

負 債 資 本 合 計  6,689,079 100.0 7,313,337 100.0 6,890,338 100.0
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② 中 間 損 益 計 算 書          
 (単位：千円) 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日)

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度の要約損益計算書

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日)科     目  

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

  % % %

Ⅰ 売 上 高  2,237,085 100.0 4,173,895 100.0 4,901,642 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  1,918,827 85.8 3,530,027 84.6 4,192,399 85.5

売 上 総 利 益  318,257 14.2 643,867 15.4 709,243 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  439,820 19.6 541,583 12.9 916,358 18.7

営 業 利 益  － － 102,283 2.5 － －

営 業 損 失  121,562 △5.4 － － 207,115 △4.2

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 29,082 1.3 38,795 0.9 40,337 0.8

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※2 33,846 1.5 2,758 0.1 7,643 0.2

経 常 利 益  － － 138,320 3.3 － －

経 常 損 失  126,326 △5.6 － － 174,421 △3.6

Ⅵ 特 別 利 益 ※3 592 0.0 － － 492 0.0

Ⅶ 特 別 損 失 ※4 351,175 15.7 965 0.0 420,572 8.6

税引前中間純利益  － － 137,354 3.3 － －

税引前中間（当期）純損失  476,909 △21.3 － － 594,500 △12.2

法人税、住民税及び事業税  2,905 0.1 2,905 0.1 5,810 0.1

法人税等調整額  △74,726 △3.3 － － △38,416 △0.8

中 間 純 利 益  － － 134,449 3.2 － －

中間（当期）純損失  405,087 △18.1 － － 561,893 △11.5

前 期 繰 越 利 益  95,784 －  95,784

中間未処分利益  － 134,449  －

中間（当期）未処理損失  309,303 －  466,109
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③ 中間キャッシュ・フロー計算書          

※当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成することになりましたので、当中間会計期間に係る「中間
キャッシュ・フロー計算書」作成しておらず、前中間会計期間及び前事業年度のみ記載しております。 

(単位：千円) 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

前事業年度の要約          

キャッシュ・フロー計算書          

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 科         目 

金     額 金     額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 税引前中間(当期)純損失(△) △476,909 △594,500 

 2. 減価償却費 19,257 48,952 

 3. 貸倒引当金の増加額 5,426 4,066 

4. 投資損失引当金の増加額 337,458 54,887 

 5. 退職給付引当金の増加額 1,320 3,754 

 6. 役員退職慰労引当金の増加額 695 6,270 

 7. 投資有価証券評価差額 32,790 6,960 

 8. 投資有価証券売却益 － △492 

 9. 投資有価証券評価損 13,523 365,490 

10. 受取利息 △24,636 △28,977 

11. 固定資産除却損 193 193 

12. 売上債権の増減額 137,731 △122,131 

13. 仕入債務の増減額 △135,743 139,190 

 14. 未払金の増減額 △57,995 10,579 

 15. 未払又は未収消費税等の増減額 14,221 32,535 

 16. その他 27,337 △9,309 

      小  計 △105,327 △82,532 

 17. 利息の受取額 27,413 28,315 

 18. 法人税等の支払額 △4,808 △4,808 

 19. 法人税等の還付額 67,318 67,318 

    営業活動によるキャッシュ・フロー △15,404 8,293 

   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 有価証券の解約による収入 592,560 592,560 

 2. 有形固定資産の取得による支出 △2,309 △3,339 

 3. 無形固定資産の取得による支出 △91,449 △111,735 

 4. 投資有価証券の取得による支出 △423,568 △848,481 

 5. 投資有価証券の売却による収入 6,687 6,687 

 6. 投資有価証券の償還による収入 500,000 500,000 

 7. 関係会社株式の取得による支出 △12,686 △12,686 

  8. その他 △1,662 △3,324 

    投資活動によるキャッシュ・フロー 567,572 119,679 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 株式の発行による収入 － 3,882 

    財務活動によるキャッシュ・フロー － 3,882 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                847 △809 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額                553,016 131,046 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                4,382,597 4,382,597 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間(期末)残高                4,935,613 4,513,643 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項     目 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

子会社出資金及び関連会社株

式 

子会社株式、子会社出資金及び

関連会社株式 

子会社出資金及び関連会社株

式 

1．資産の評価基準及び評価

方法 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

 

同 左 同 左 

 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法を採用しており

ます。 

 

同 左 同 左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定)を採用しており

ます。 

なお、組込デリバティブを区

分して測定することができ

ない複合金融商品は、全体を

時価評価し、評価差額を当期

の損益に計上しております。

 

同 左 当期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定)を採用しており

ます。 

なお、組込デリバティブ

を区分して測定することが

できない複合金融商品は、全

体を時価評価し、評価差額を

当期の損益に計上しており

ます。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

 

同 左 同 左 

          デリバティブ 

 時価法によっております。

        

2．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

   建  物  ３～15年 

   器具備品  ４～15年 

 

同 左 同 左  

 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

    自社利用のソフトウェア

については、社内における

見込利用可能期間(5年)に

基づく定額法を採用してお

ります。 

同 左 同 左 

3．繰延資産の処理方法                   新株発行費 

支出時に全額費用として計

上しております。 
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項     目 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

4．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

 売上債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同 左 

 (2) 投資損失引当金 (2) 投資損失引当金 (2) 投資損失引当金 

 関係会社等への投資に対

する損失に備えるため、その

財政状態等を勘案して計上

しております。 

 

同 左 同 左 

 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、中間期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、

会計基準変更時差異は発生

しておりません。 

 

従業員の退職給付に備え

るため、中間期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務の見込額に基づき計

上しております。なお、会計

基準変更時差異は発生して

おりません。 

 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職金支給に備える

ため、会社内規により算出し

た中間期末要支給額を計上

しております。 

同 左 役員の退職金支給に備える

ため、会社内規により算出し

た期末要支給額を計上して

おります。 

5．外貨建資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同 左  外貨建金銭債権債務は、当期

末決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

6．収益及び費用の計上基準  インターネット広告取扱高、

インターネット広告媒体原価及

び広告代理店売上原価をそれぞ

れ両建計上し、契約金額を広告

掲載期間における日数で按分

し、売上高を計上しております。

同 左 同  左 

7．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同 左 同  左 

8．中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲 

 中間キャッシュ･フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 

            キャッシュ･フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。 

9．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成上のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同 左 

消費税等の会計処理 

同  左 
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追 加 情 報 
 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

（金融商品会計について） 

当中間会計期間からその他有価証券

のうち時価のあるものについて、金融商

品に係る会計基準（「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成11年１月22日)）を適用し

ております。 

この結果、従来の方法によった場合と

比較してその他有価証券評価差額金が

△13,487千円計上され、投資有価証券が

13,487千円減少しております。 

              （金融商品会計について） 

当期からその他有価証券のうち時価

のあるものについて、金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会

平成11年１月22日））を適用しておりま

す。 

この結果、従来の方法によった場合

と比較して、その他有価証券評価差額

金が△6,877千円計上され、投資有価証

券が6,877千円減少しております。 

（退職給付引当金について） 

平成14年２月27日付で退職金規程を

改訂し、退職給付引当金の増額となる

過去勤務債務が1,203千円発生してお

ります。なお、改訂前の退職金規程を

継続した場合と比較して、退職給付引

当金への当期繰入額は同額減少するた

め、損益への影響額はありません。 

             （退職給付引当金について） 

平成14年２月27日付で退職金規程を

改訂いたしました。これに伴い過去勤

務債務の費用処理額が1,203千円発生

しておりますが、勤務費用が同額減少

するため、改訂前の退職金規程を継続

した場合と比較して損益への影響額は

ありません。 

（役員退職慰労引当金について） 

平成14年２月27日付及び平成14年５

月29日付で役員退任慰労金規程を改訂

いたしました。これに伴い、役員退職

慰労引当金繰入額は、改訂前の役員退

任慰労金規程を継続した場合と比較し

て1,375千円減少し営業損失、経常損失

及び税引前中間純損失はそれぞれ同額

減少しております。 

             （役員退職慰労引当金について） 

平成14年２月27日付及び平成14年５

月29日付で役員退任慰労金規程を改訂

いたしました。改訂前の役員退任慰労

金規程を継続した場合と比較して、営

業損失が428千円増加し、経常損失及び

税引前当期純損失はそれぞれ228千円

増加しております。 

             （自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計） 

当中間会計期間から、「自己株式及び

法定準備金の取崩等に関する会計基準

（企業会計基準１号）を適用しておりま

す。これによる当期の損益に与える影響

はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づいて表示して

おります。 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計） 

当期から、「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企業会

計基準１号）を早期適用しております。

これによる当期の損益に与える影響は

ありません。 

なお、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則の一部を改正す

る内閣府令」（平成14年３月26日内閣府

令第９号）附則第２項ただし書きを適用

し、当期における貸借対照表の資本の部

については、改正後の財務諸表等規則に

基づいて表示しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

             （１株当たり当期純利益に関する会計基

準） 

当中間会計期間から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しており

ます。 

なお、同会計基準及び同適用指針の適用

に伴う影響については、「１株当たり情

報に関する注記」に記載しております。

 

             

             （税効果会計） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

が平成15年3月31日に公布されたことに

伴い、当中間会計期間末の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算（但し、平成16

年12月1日以降解消が見込まれるものに

限る）に使用した法定実効税率が変更さ

れました。その結果、繰延税金資産の金

額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）が974千円増加し、その他有価証券

評価差額金の金額が同額増加しており

ます。 

 

             

 

 

注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成14年５月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年５月31日現在） 

前事業年度末 
（平成14年11月30日現在） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

           51,445千円 74,316千円       64,548千円       

   

※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

定期預金    4,000千円 定期預金    4,000千円 定期預金    4,000千円 

   

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

買掛金    43,315千円 買掛金    27,456千円 買掛金    75,602千円 

   

※3 消費税等の取扱い ※3 消費税等の取扱い  

   仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

同左 

 

――――― 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 24,636千円
 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

有価証券利息 14,190千円

投資有価証券評価差額 23,280千円
 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

有価証券利息 28,467千円
 

※2 営業外費用のうち主要なもの 

投資有価証券評価差額 32,790千円
 

※2 営業外費用のうち主要なもの 

為替差損 2,336千円
 

※2 営業外費用のうち主要なもの 

投資有価証券評価差額 6,960千円
 

※3 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 492千円
 

※3           

 

※3 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 492千円
 

※4 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 13,523千円

投資損失引当金繰入額 337,458千円
 

※4 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 863千円
 

※4 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 365,490千円

投資損失引当金繰入額 54,887千円
 

 5 減価償却実施額 

有形固定資産 12,747千円

無形固定資産 6,510千円
 

 5 減価償却実施額 

有形固定資産 9,999千円

無形固定資産 18,902千円
 

 5 減価償却実施額 

有形固定資産 25,850千円

無形固定資産 22,682千円
 

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 
※当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成することになりましたので、当中間会計期間に係る「中間
キャッシュ・フロー計算書」作成しておらず、前中間会計期間及び前事業年度のみ記載しております。 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 

(平成14年５月31日現在) 

現金及び預金勘定  2,097,976千円

有価証券 2,837,636千円

現金及び現金同等物 4,935,613千円
 

           現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 

(平成14年11月30日現在)

現金及び預金勘定  1,675,711千円

有価証券 2,837,932千円

現金及び現金同等物 4,513,643千円
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
 
 取得 

価額 

相当額 

（千円） 

減価 

償却 

累計額

相当額 

（千円） 

中間 

期末 

残高 

相当額 

（千円） 

その他 11,532 4,372 7,160 

合計 11,532 4,372 7,160 

 
 取得 

価額 

相当額 

（千円）

減価 

償却 

累計額

相当額 

（千円）

中間 

期末 

残高 

相当額 

（千円）

器具 

備品 
12,196 2,971 9,225

合計 12,196 2,971 9,225

 
 取得 

価額 

相当額 

（千円） 

減価 

償却 

累計額

相当額 

（千円） 

期末 

残高 

相当額 

（千円）

器具 

備品 
12,184 2,054 10,129

合計 12,184 2,054 10,129
 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額 
 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額
 

（2）未経過リース料期末残高相当額 
 

1 年 内 2,274 千円 

1 年 超 5,169  

合 計 7,443  

  

 
1 年 内 2,402 千円

1 年 超 6,972  

合 計 9,374  

  

 
1 年 内 2,321 千円

1 年 超 7,916  

合 計 10,238  

  
 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 
（3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 
（3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
 

支払リース料 1,291 千円 

減価償却費相当額 1,153  

支払利息相当額 180  

  

 
支払リース料 1,300 千円

減価償却費相当額 1,209  

支払利息相当額 131  

  

 
支払リース料 2,586 千円

減価償却費相当額 2,317  

支払利息相当額 323  

  

（4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

同 左 同 左 

 

（5）利息相当額の算定方法 （5）利息相当額の算定方法 （5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同 左 同 左 
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(有 価 証 券 関 係         ) 

前中間会計期間末(平成 14 年５月 31 日現在) 

有価証券 
1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの            （単位：千円） 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 93,714 91,600 △ 2,114 

(3) その他 ― ― ― 

合計 93,714 91,600 △ 2,114 

 

2. その他有価証券で時価のあるもの              （単位：千円） 

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株式 27,996 21,220  △ 6,775 

債券    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 200,127 195,767 △ 4,360 

(3) その他 300,064 267,274 △ 32,790 

その他 10,000 7,647 △ 2,352 

合計 538,187 491,910 △ 46,277 

 

3. 時価のない主な有価証券の内容                                        （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 摘 要 

(その他有価証券)  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 181,793 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 200,201 

マネー・マネジメント・ファンド 2,317,018 

中期国債ファンド 320,416 

 

合計 3,019,430  
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当中間会計期間末(平成 15 年５月 31 日現在) 

有価証券 
1. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの             （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 国債・地方債等 

(2) 社債 

(3) その他 

－ 

1,890,799 

－ 

－ 

1,904,990 

－ 

－ 

14,191 

－ 

小計 1,890,799 1,904,990 14,191 

 
3.  その他有価証券で時価のあるもの               （単位：千円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 

(2) 債券 

① 国債・地方債等 

② 社債 

③ その他 

(3) その他 

352,425 

 

－ 

200,127 

293,104 

10,000 

419,087 

 

－ 

200,286 

293,284 

5,501 

66,662 

 

－ 

158 

180 

△4,498 

小計 855,657 918,159 62,502 

 

4.  時価評価されていない主な有価証券の内容                               （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 

(その他有価証券)  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 140,329 

マネー・マネジメント・ファンド 1,317,452 

中期国債ファンド 200,162 
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前事業年度末(平成 14 年 11 月 30 日現在) 

有価証券 
1. 関連会社株式で時価のあるものはありません。 

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの                 （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 490,289 489,950 △339 

(3) その他 ― ― ― 

合計 490,289 489,950 △339 

 

3. その他有価証券で時価のあるもの               （単位：千円） 

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 15,673 15,455  △217 

債券    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 200,127 197,467 △2,660 

(3) その他 300,064 293,104 △6,960 

その他 10,000 6,000 △3,999 

合計 525,865 512,027 △13,837 

 

4. 時価評価されていない主な有価証券の内容                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

(その他有価証券)  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 142,880 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 200,205 

マネー・マネジメント・ファンド 2,317,283 

中期国債ファンド 320,443 
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（デリバティブ取引関係） 

※当中間連結会計期間に係る「デリバティブ取引」に関する注記については、中間連結財務諸表における

注記事項として記載しております。 

 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

当社は、デリバリティブ取引を全く

行っておりませんので該当事項はあり

ません。 

           当社は、デリバリティブ取引を全く

行っておりませんので該当事項はあり

ません。 

 

 

（持分法損益等） 

※当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成することになりましたので、当中間会計期間に係る「持分法

損益等」に関する注記を行っておりません。 

 （単位：千円）
 前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日)

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日)

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

関連会社に対する投資の金額 104,810          71,611 

持分法を適用した場合の投資の
金額 

80,138          70,554 

持分法を適用した場合の投資損益の △218,379          △227,964 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

 
１株当たり純資産額 25,507円85銭 

 
１株当たり中間純損失

（△） 
△1,702円05銭 

  
 

 
１株当たり純資産額 25,623円70銭

１株当たり中間純利益 564円66銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
557円86銭

 

 
１株当たり純資産額 24,881円96銭

 
１株当たり当期純損失

（△） 
△2,360円51銭

 
 

 新株引受権付社債による新株引受権

は存在しますが、１株当たり中間純損

失が計上されているため記載しており

ません。 

 

            

 

 

 

 

 

（追加情報） 

当中間会計期間から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しており

ます。なお、当中間会計期間において従

来と同様の方法によった場合の（１株当

たり情報）については、以下のとおりで

あります。 

１株当たり純資産額 25,623円70銭

１株当たり中間純利益 564円66銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
557円87銭

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、１株当たり純損失が計上されて

いるため記載しておりません。 

 

 
（追加情報） 

当事業年度から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準（企業会計基準第２

号 企業会計基準委員会 平成 14 年９

月 25 日）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号 企業会計基準

委員会 平成 14 年９月 25 日）を早期適

用しております。この変更に伴う１株当

たり情報への影響はありません。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 
   （単位：千円）

 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日)

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日)

１株当たり中間純利益金額又は 

１株当たり当期純損失 
   

中間純利益又は 

当期純損失（△） 
－ 134,449 △561,893 

普通株主に帰属しない金額 － － － 

普通株式に係る中間純利益又は 

普通株式に係る当期純損失（△） 
－ 134,449 △561,893 

期中平均株式数（株） － 238,108 238,039 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 － － － 

普通株式増加数（株） － 2,899 － 

（うち新株予約権） － （2,899） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－ － － 
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（重要な後発事象） 
前中間会計期間 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年12月１日
至 平成15年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成13年12月１日
至 平成14年11月30日) 

―――――         ――――― 
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